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1 検討会の趣旨

南海トラフ地震を震源とする巨大地震は、概ね、100年 150年周期で発生しており、その都度、揺れ
や津波により、本県に大きな被害をもたらしてきた。

特に浦戸湾沿岸周辺では、昭和の南海地震の際にも、地震による揺れや津波による被害に加え、広域

地盤沈下による長期浸水による被害も発生しており、今後、発生が想定されている南海トラフ地震にお

いても、強い揺れや津波による被害はもとより、広域地盤沈下による長期浸水する地域の発生が想定さ

れている。

また、先の東日本大震災では、宮城県気仙沼市をはじめ、多くの沿岸地域で石油・ガス施設の破損や

タンク本体の流出、また、津波により流出した油やガレキによる火災が発生し、市街地に燃え広がると

いった被害が発生している。

この浦戸湾沿岸地域においても、昭和南海地震以降において、石油の油槽所やガスの充てん所などが

集積し、石油については県内の約 9割の燃料を供給している状況であることから、同様の被害の発生が
想定されるところであり、浦戸湾沿岸域における石油・ガス施設の地震・津波対策は、避難した住民が

火災に巻き込まれるといった最悪の事態を防ぐために大変重要であるとともに復旧、復興のために必要

となる燃料の確保対策として重要である。

このことから、県では学識者や関係する国の担当者などからなる「石油基地等地震・津波対策検討会」

を立ち上げ、石油・ガス施設の耐震性や地盤の変形などの解析を行うとともに最悪のシナリオを想定し

ての被害軽減対策についても議論を行う。

検討会の基本方針

Ø Ｌ1地震・津波

被害の発生がほとんど無い状態を目指す

・海岸堤防については、Ｌ1地震発生後も津波高以上を確保できる施設とする。

・石油・ガス施設については、Ｌ1地震においても、軽微な被害にとどめ、早期の復旧が可

能な施設とする。

Ø Ｌ2地震・津波

甚大な被害を発生させない「減災」の視点で対応する

・海岸堤防については、Ｌ１地震・津波対策により、粘り強い構造とし、Ｌ２地震・津波発

生時において被害が軽減できる施設とする。

・石油等の流出があった場合においても、拡散の防止と周辺住民の生命を守る対策を行う。
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検討会の開催概要

○平成 25年 6月 5日 検討準備会開催

・基本方針の決定

Ø 安政南海地震クラスの地震・津波（L1）に対しては、被害の発生がほとんど無い状態を目指す。

Ø 発生しうる最大クラスの地震・津波（L2）に対しては、甚大な被害が発生しない状態を目指す。

・関係機関での取り組み状況の照会

○平成 25年 10 月 10 日 第 1回検討会

・基本方針を踏まえた L1、L2 地震・津波に関する調査項目

○平成 26年 2月 19 日 第 2回検討会

・被害の全体像（シナリオ）の検証

・地盤調査の実施計画

○平成 26年 8月 27 日 第 3回検討会

・石油・ガス施設の L1 地震動に対する被害想定（耐震照査）

※施設本体の耐震性能照査の結果、Ｌ１地震動に対して耐震性に問題のないことを確認

※液状化により護岸が沈下し、地表面変位の大きい箇所（タナスカ地区護岸から 100m 程度）では、

配管の継ぎ手部に対する対策検討が必要

・被災シナリオをもとにした対策の検討

○平成 27年 9月 10 日 第 4回検討会

・石油・ガス施設の L2 地震動での被害想定（耐震照査）

※対象施設のＬ２地震動に対する耐震性能照査の結果、貯槽を支える部分の一部で耐力不足があっ

たものの全ての施設で貯槽本体は耐震性を有していることを確認

※Ｌ1での検討結果と同様に、液状化により護岸が沈下し、地表面変位の大きい箇所（タナスカ地

区護岸から 100ｍ程度）では、配管の継ぎ手部に対する対策検討が必要

・最悪の被災シナリオをもとにした対策の検討

○平成 28年 8月 8日 第 5回検討会

・最悪の被災シナリオをもとにした対策の取りまとめを実施

※６つの重点対策（①防潮堤、護岸の機能強化、②石油・ガス施設の耐災化、③漂流物対策、④火

災対策、⑤避難対策、⑥救助・救出対策）に分類・整理

・重点対策の優先度等を判断するためにがれきシミュレーションの実施を検討

・今後の取り組みとして、以下の方向性をもって取り組みを進めることを決定

(1) ６つの重点対策の着実な推進

(2) 多重的な対策の実施による被害軽減効果の増大

(3) 行政、事業者が連携し、官民協働で被害軽減対策を推進
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2 Ｌ1 地震動における石油・ガス施設の被害想定（耐震照査）

2－1 石油・ガス施設の耐震性照査

地上構造物は検討対象地区の石油・ガス施設のうち、設置年が古く、耐震性が低いと考えられ

る施設の中で、規模が大きい施設、あるいは数が多い規模の施設として 6施設を選定し、静的照
査法により耐震性能照査を実施。

また、対象 6施設のうち石油円筒形貯槽 1基、高圧ガス球形貯槽 1基については、動的照査法
による耐震性能照査を実施。

(1) 静的照査法

施設本体の静的照査は「高圧ガス設備等耐震設計指針（2012）」に示すエネルギー法とする。

地震外力は、高知県Ｌ１地震動より得られる震度とする。

液面の高さは通常は地震の発生確率を考慮し平時の液面高さとするが、今回は最悪の事態を

想定するため、液面最大高さについて検討を行った。

(2) 動的照査法

動的照査は、静的照査を実施した 6施設のうち、スロッシングによる影響を考慮し、石油円
筒形貯槽 1基、高圧ガス球形貯槽 1基を対象に実施。
なお、横置円筒形貯槽等は、液面揺動の影響がないこと、1自由度系で振動することが明ら

かであることから、静的照査法による評価で十分であるため、動的照査は実施しない。

石油円筒形貯槽の解析手法は、3次元 FEMモデルによる時刻歴応答解析とし、液面揺動に

よる影響を考慮する。

高圧ガス球形貯槽の解析手法は、3次元骨組みモデルによる時刻歴応答解析とし、支柱・ブ
レース材の照査を主に行った。

質量としてモデル化

支柱・ブレースは、

梁要素としてモデル

化

図 2-1.1 石油円筒形貯槽解析モデルイメージ 図 2-1.2 球形貯槽解析モデルイメージ



4

(3) Ｌ1 地震動での照査結果

Ｌ１地震動に対する静的照査及び動的照査の結果、石油円筒形貯槽、高圧ガス球形貯槽

ともに全ての施設、部材で耐震性能を満足する結果となり、Ｌ1地震動について、耐震性
は問題ないことを確認した。

2－2 施設本体と管渠接続部の評価

• 地震後の地盤の液状化を考慮した地表面変形量を算定し、配管継ぎ手等の安全性について評価を

行った。

図 2-2.1 タンク安定性評価イメージ
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(1) 対象断面

地盤の変形量を算出する断面は、施設が多く存在すること、代表的な地層断面であることに配

慮し、図 2-2.3～図 2-2.5に示す５断面（タナスカ地区：３断面、中の島地区：２断面）とした。

図 2-2.2 対象断面位置図（タナスカ地区）

図 2-2.3 対象断面位置図（中の島地区）
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（2）施設本体と管渠の接続部に及ぼす影響

図 2-2.4 タナスカ断面 1

図 2-2.5 中の島断面 1
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タナスカ地区について、地盤変形の変化率が大きくなると予測される範囲を、図 2-2.6に示す。

図 2-2.6 施設本体－管渠接続部の変形に留意する範囲

タナスカ地区および中の島地区に対する地盤の変形解析の結果、地表面変位の変化率が大きい

のはタナスカ地区の防潮堤から約 100mの範囲であった。中の島地区は、液状化層が薄いため特

に変化率が大きい範囲はなかった。

したがって、タナスカ地区の防潮堤から約 100mの範囲については、接続部に対する対策が必

要であると判断する。

地盤変形が大きい箇所における施設本体－管渠接続部の対策として、緊急遮断弁の設置、フレ

キスブルな継ぎ手の設置、地盤改良工などが考えられるが、各事業者で、緊急遮断弁の設置やフ

レキシブルな継ぎ手の設置など、自主的な安全対策が進められている。

このことから、地震時に地盤が変形し、接続部に大きな相対変位が生じたとしても、内容物が

大量に漏れ出す可能性は低いものと想定されるが、配管内に残る内容物の漏えい等が発生する可

能性はある。

：地盤変形が大きいも

のと推定される範囲

解析断面１

解析断面３

解析断面２
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3 Ｌ2 地震動における石油・ガス施設の被害想定（耐震照査）

3－1 石油・ガス施設の耐震性照査

Ｌ１地震動と同様、検討対象地区の石油・ガス施設のうち、6施設について静的照査法により

耐震性能照査を実施。

また、対象 6施設のうち石油円筒形貯槽 1基、高圧ガス球形貯槽 1基について、動的照査法に

よる耐震性能照査を実施。

対象施設のＬ２地震動に対する耐震性能照査の結果、貯槽を支える部分の一部で耐力不足があ

ったものの、全ての施設で貯槽本体は耐震性を有していることが確認され、致命的な被害は無い

ことが分かった。

ただし、揺れのあとに発生する津波等により損傷が拡大し、内容物の漏えい等が発生する可能

性が懸念される。

3－2 施設本体と管渠接続部の評価

Ｌ１地震動と同様、地盤の液状化を考慮した地表面の変形量を算定し、配管継ぎ手等の安全性

について評価を行ったが、Ｌ１地震動とほぼ同様の結果となり、事業者での対策により内容物が

大量に漏れ出す可能性は低いものと想定されるが、配管内の内容物の漏えい等が発生する可能性

が懸念される。

3－3 照査結果等による石油・ガス施設の被害想定のとりまとめ

以上の照査検討結果や東日本大震災での津波による被災事例より考えると、浦戸湾沿岸地域に

おける石油・ガス施設の被害想定は下記の通り。

安政南海地震クラス、いわゆるＬ１クラスの地震の揺れに対しては、タンク本体やタンクを支

える基礎、支柱は耐震性を有していることを確認。

ただ、一部の箇所では、液状化により護岸が沈下し、背後の地盤が変形することで、配管類へ

の影響が懸念されるが、これに対しては、各事業者が、停電しても作動する緊急遮断弁の設置や

揺れに対応できる柔軟性のあるパイプへの付け替えなど、自主的な安全対策を進めている。

また、Ｌ１クラスの津波に対しても、浸水深の想定が１ｍ以下となっていることから、東日本

大震災の事例でも、タンクや配管類への被害は無く、石油などが基地の外へ多量に流れ出すとい

った事態が発生することは無いとされている。

一方、発生しうる最大クラスの地震、いわゆるＬ２クラスの地震の揺れに対しては、貯槽を支

える部分の一部で耐力不足があったものの全ての施設で貯槽本体は耐震性を有していることを

確認。ただし、揺れの後に発生する津波等により、損傷が拡大し、内容物の漏えい等が発生する

可能性が懸念される。

Ｌ２クラスの津波による被害については、浸水深の想定が、東日本大震災において、タンク本

体の流失といった被害が出始めた３ｍとなっており、石油が基地の外へ流れ出す可能性も否定で

きない。



風評被害が発生し、パニック行動

火災旋風が発生

津波の押し引きにより、油・浮遊物が

浦戸湾内及び長期浸水となった市街地
を回遊

住民等が状況を把握し、退避行動

津波によって流されてきた
瓦礫で火災が発生

被害状況の情
報提供

浦戸湾内地域、高知市内
での広域延焼火災

風により火災が拡大

船舶、車、瓦礫が橋に
かかり、交通支障が発生

火災が拡大

（通常の市街地火災に比
べ早いスピードで延焼）

周辺一帯に延焼が拡大

ガスボンベ縦置き

駐車自動車

ドラム管

輸送船の接岸

海上で出火した火災が
建物、倉庫に着火・延焼 流出した船舶、自動車、

ボンベ等が延焼

石油基地から
浦戸湾内への
油等の流出

浮遊物（木材）
に油が付着

隣接するタンク、ボンベ
の延焼・爆発

爆発したタンクの破片が
周辺住宅地に飛散

津波が遡上し、林
野火災が発生

浮遊物・油等に
燃え移る

＜凡例＞
　　　
　　　　：被災現象
　　　　：分岐点
　　　　：事象に対し、対応不可
　　　　：事象に対し、対応可
　　　　：津波火災の主軸
　　　　：事象の進行経路

自然発火による
出火

プロパンボンベ
爆発による出火

車両や船舶の
バッテリーによ
る出火

出火要因

避難場所に
火災が接近

避難が
可能か

○燃えた瓦礫等が湾内の津波挙動
　 により、広域被災となる
○漂着物が市街地に堆積し多発火災

津波は、河川を遡上し、瓦
礫等が打ち寄せられる

可燃物が、漂流してきた火
源から引火し延焼を拡大

川沿いの土手に流れ着
いた浮遊物が延焼

建物が瓦礫の集積箇所
となり、火災が発生

消火活動の
実施が可能

市街地に火災
が延焼拡大

浦戸湾内に
油等の拡散

地盤沈下により市街
地が湛水

家屋、重機、車、材木
等の瓦礫、船舶等の
浮遊物の流出

混合発火による有
毒ガスの発生

最悪シナリオ（主要な現象）

木材を芯とし
た油に引火

避難ビル等に
火災が接近

避難が
可能

延焼火災により避難者
等が最悪な状況に陥る

避難（救出）

Ｌ2地震・津波
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○６つの重点対策の実施スケジュール

H２８年度 H３２年度 Ｈ３７年度

①　第一線防波堤の補強

②　浦戸湾外縁部・湾口部の防波堤
及び防潮堤の耐震補強

③　湾内の護岸等の耐震補強等の実
施

①　貯槽基地部の耐震・耐津波補強

②　緊急遮断弁の機能向上

③　柔軟性のある配管への付替

④　施設の停電対策

⑤ 防油堤の補強

⑥ ガスボンベ、ドラム缶等の流出
防止対策

⑦　予防規定に基づく訓練の実施

①　船舶の漂流対策

②　防護柵、防護ネットの整備

③  沈廃船等の処理

①　初期消火対策の推進

②　延焼防止対策の推進

③　他県への協力要請

①　地区別避難計画の実効性検証

②　避難路確保対策

③　早期避難のための情報発信の仕
組みの検討

①　応急救助機関による救助訓練の
実施

②　救助用のボートなど水上機材の整
備

期間
短期 中期 長期

H３３年度 H３８年度 H４２年度
６つの重点対策 対策項目

重点対策１

防潮堤、護岸の機能強化

重点対策３

漂流物対策

重点対策４

火災対策

重点対策５

避難対策

重点対策６

救助・救出対策

重点対策２

石油、ガス施設の耐災化

　　火災の発生源対策の推進

関係機関が連携した訓練の継続

　　アクションプランに取りまとめた避難対策の実施

事業者での耐災化対策の実施

シミュレーション結果をもとに

対策の検討、取り組みの継

続

がれき等の

拡散シミュ

レーション

の検討

関係機関が連携した訓練の継続

３重防護対策の実施

監視ｶﾒﾗ

設置

沈廃船の処理（継続実施）

3重防護対策の進捗にあわせ検討（護岸の嵩上げも含め）対策の実施については護岸の耐震化による背後地盤の変形抑制が前提となる

各機関での資機材整備の推進

シミュレーション結果を活

用した住民への啓発

各地区でのアクションプラ

ンの策定

避難シミュレー

ションの実施

関係機関と連携した対策の検討（避難対策、係留対策）

事業者での取り組みの継続（関係機関、地域住民と連携した訓練も検討）

補助制度の充実を国へ要望

（政策提言の実施）

地盤の変形対策は防潮堤、護岸の整備による効果が

大きいため、３重防護対策の進捗をみながら実施

※　平成４３年度までの予定
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